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災害時等における情報連絡員業務要領 
 

令和６年３月２８日 

鳥取県危機管理部 
 

１ 概要 

災害時等において、迅速・的確に災害情報を収集し、県と市町村との円滑な情報共有を図り、

相互の調整・連携や現場の状況を踏まえた災害応急活動を推進するため、必要に応じて情報連

絡員として県職員を市町村へ派遣する。 

 

２ 情報連絡員の派遣 

（１）自動派遣 

次のいずれかの基準に該当するときは、該当する市町村の区域を所管する総合事務所長

（鳥取市、岩美郡及び八頭郡の区域にあっては東部地域振興事務所長、日野郡の区域にあって

は西部総合事務所日野振興センター長。以下「総合事務所長等」という。）は、速やかに当該

市町村へ情報連絡員を派遣するものとする。ただし、派遣前に市町村に対して情報連絡員の派

遣を通告するものとし、その際に覚知した派遣先市町村の配備体制等により、やむを得ず情報

連絡員を待機させる場合にあっては、総合事務所長等は即時派遣できる体制を維持するととも

に、当該市町村との情報伝達手段を確保した上で情報収集及び助言等の支援を行うものとす

る。 

  ア 特別警報（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪又は津波）の発表 

  イ アの発表基準に相当する降水量又は積雪深が認められた場合 

  ウ 土砂災害警戒情報の発表 

  エ 記録的短時間大雨情報の発表 

  オ 顕著な大雪に関する情報の発表 

  カ 震度５弱以上の地震の発生 

  キ 津波注意報又は津波警報の発表 

  ク 市町村が災害対策本部を設置したとき（倉吉市、岩美町又は日野町においては、次に掲

げる配備体制以上であるとき。）。ただし、震度４以下の地震発生の発表のみをもって災

害対策本部が設置された市町村を除く。 

  （ア）倉吉市  非常体制 

  （イ）岩美町  第１～３配備 

  （ウ）日野町  第三次非常配備 

（２）判断派遣 

総合事務所長等は、次のいずれかに該当する場合であって、危機管理部長又は総合事務所

長等が情報連絡員派遣の必要があると認めたときは、当該市町村へ情報連絡員を派遣するも

のとする。 

  （ア）台風の暴風域が本県を通過することが見込まれるとき。 

    （イ）指定河川洪水予報「洪水警報」又は「水防警報(出動若しくは指示)」が発表された     

とき。 

  （ウ）高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保（以下「避難指示等」という。）が発令され

たとき。 

  （エ）総合事務所長等が所管する区域に顕著な大雨に関する情報が発表されたとき 

（オ）大規模事故が発生し、又は発生するおそれのあるとき。 

  （カ）その他災害等が発生し、又は発生するおそれのあるとき。 

（３）要請に基づく派遣 

   総合事務所長等は、災害が発生し、又は発生するおそれがあるとして市町村から情報連絡

員派遣の要請があったときは、当該市町村へ情報連絡員を派遣するものとする。 

 

３ 情報連絡員の派遣体制、人数等 

（１）情報連絡員は、１名の派遣を基本とし、適宜交代させるものとする。ただし、当該市町村

の災害規模等の状況に応じ、増員等を行うものとする。 
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（２）総合事務所長等は、情報連絡員を次のいずれかに該当する職員から選任する。 

ア 派遣先となる市町村の地理に詳しい職員 

イ 課長級又は課長補佐級の職員 

ウ その他総合事務所長等が適任と認める職員 

（３）総合事務所長等は、あらかじめ各市町村に派遣する情報連絡員の順位を定めた名簿を作成

するなど、災害時等に速やかに情報連絡員が派遣できる体制を整えるものとする。 

 

４ 情報連絡員の役割 

情報連絡員の役割及び業務の概要は次のとおりとする。なお、派遣先市町村における現地 

活動の詳細については、別途、マニュアルを策定して定めるものとする。 

（１）県への報告 

ア 災害対応等に係る支援要請の報告 

情報連絡員は、派遣先市町村から支援要請等を受けた場合においては、直ちに総合事

務所等及び県災害対策本部等へ報告する。 

イ  一般被害情報の収集・整理及び報告 

情報連絡員は、一般被害に該当する被害情報・対応情報等について派遣先市町村から

収集・整理し、必要に応じて市町村を代行して総合事務所等及び県災害対策本部等へ報

告を行う。 

ウ  その他対応状況等の報告 

情報連絡員は、派遣先市町村の災害対策本部での協議内容及び災害対応の状況などを

収集し、総合事務所等及び県災害対策本部等へ報告を行う。 

（２）市町村への伝達・情報提供等 

ア  県の対応状況等についての伝達等 

情報連絡員は、支援要請に関する県の対応状況・結果について、県から情報を入手し

たときは、直ちに派遣先市町村へ伝達する。 

イ その他の状況等の情報提供 

情報連絡員は、県災害対策本部等資料や報道提供資料等を収集し、県内（他市町村）

の主な被害状況・対応状況及び国・県管理施設等の被害状況・対応状況、気象の見込み

などについて派遣先市町村への情報提供を行う。 

（３）支援実施に関する連絡調整 

ア 県及び市町村の窓口の確認 

情報連絡員は、支援実施に関する市町村の窓口を確認し、総合事務所等及び県災害対

策本部等へ報告するとともに、県の窓口を市町村に伝達する。 

イ 支援実施に必要な連絡調整の実施 

情報連絡員は、支援実施に関する事項について、県災害対策本部等または派遣先市町

村からの指示等に基づき、必要な連絡調整を行う。なお、支援には他県等からの広域支

援によるものも含み、これらの支援機関との連絡調整を行う場合もある。 

（４）派遣先市町村への助言等の支援 

情報連絡員は、必要に応じて県災害対策本部、県災害対策本部地方支部等からの助言等の

伝達、災害対応に関する考え方などについての連絡調整を行う。 

 

５ 情報連絡員の使用機器 

情報連絡員は、「災害時等における情報連絡員が使用するモバイルパソコンの撤去及び市

町村保管機器の管理について（依頼）」（令和６年３月 28 日付第 202300334657 号鳥取県危

機管理部危機対策・情報課長通知）により市町村保管（日野町分は西部総合事務所日野振興

センターで保管）されている衛星携帯電話及び携帯発電機（以下「市町村保管機器」とい

う。）並びにその他の機器を活用するとともに、原則、県の庁内ＬＡＮに接続可能な公用パ

ソコンを当該市町村に持ち込んで業務を遂行するものとする。 

なお、市町村保管機器を除くインターネット接続端末等の機器及びケーブル等の付属品につ

いては、総合事務所等がその整備状況、更新時期等により必要に応じて、標準事務費により整

備を行うこととする。 
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６ 派遣開始及び終了の手順 

（１）市町村派遣時 

  ア 総合事務所長等が情報連絡員を派遣するときは、氏名及び連絡先（電話番号）を危機管

理部（県災害対策本部等）へ報告する。 

イ 情報連絡員は、派遣先市町村に到着したときは総合事務所長等に報告し、総合事務所長

等は危機管理部（県災害対策本部等）に報告するものとする。 

（２）市町村派遣終了時 

ア 総合事務所長等は、２（１）から（３）の派遣基準に該当しない状況となった場合は、

危機管理部長に派遣終了について協議を行うものとする。 

イ 協議を受けた危機管理部長は、総合事務所長等に派遣先市町村の状況及び当該市町村の

情報連絡員派遣への意向等の確認を依頼する。 

ウ 協議の結果、派遣終了することとなった場合、総合事務所長等は情報連絡員に撤収の指

示を行うとともに、派遣を終了した旨を危機管理部長に連絡するものとする。 

 

７ 派遣の留意点 

（１）総合事務所長等は、派遣先への移動中も含めて情報連絡員が安全に活動できるよう、安全

性の確認に努める。危険と判断した場合には派遣を行わず、危機管理部長へその旨を報告す

る。 

（２）情報連絡員は、自らの安全確保に最大限の配慮をするよう努める。自ら危険と判断した場

合には、引き返すことも含めてまず安全を確保した上で、総合事務所長等への状況報告を行

い、指示を受けるものとする。 

（３）総合事務所長等は、情報連絡員の活動に支障をきたさないよう人員体制、使用機器等をあ

らかじめ整備するとともに、派遣時における総合事務所等及び県災害対策本部等との連絡体

制の構築に配慮するものとする。 

 

 

附 則 

この要領は、平成２４年６月１８日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２６年５月１２日から施行する。 

      附 則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

      附 則 

この要領は、平成２８年４月８日から施行する。 

   附 則 

この要領は、平成３１年３月２０日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和元年７月５日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年５月２０日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年６月２９日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年８月６日から施行する。 

  附 則 

この要領は、令和５年１月１２日から施行する。 

   附 則 

 この要領は、令和６年３月２８日から施行する。 


